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日豪ＥＰＡ交渉において、平成１８年１２月の衆参農林水産

委員会決議を踏まえた交渉を行うよう強く要請を行ってきた

ところであるが、今回の合意は先の決議に反するものであり、

政府は、生産者に対して十分な説明を行うとともに、万全な国

内対策を講じるべきである。 

 また、この合意が、今後のＴＰＰ交渉に悪影響を及ぼさない

よう強く求める。 
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